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国際法学会SDWG 答申 
（国際法学会の持続可能な発展に関する提言） 

2026年3月1日 

国際法学会の持続可能な発展委員会（SDWG） 

 

１ 委員会（SDWG）の位置づけ 

1-1 マンデート 

2025年6月22日に開催された一般財団法人国際法学会2025年度第2回（通算第73回）理事会
（臨時）において、「国際法学会の持続可能な発展委員会（以下、SDWG）の設置が議決され
た。SDWGの設置目的は、「今後、国際法学会の会員数が短期間で激減し、財務状況が大きく
変動することが予想され、理事会で対策を審議する必要があるところ、そのたたき台を作成す
るため」と説明されている。議決時に示された議決資料によれば、SDWGのマンデートは、
「国際法学会の会員数の推移と、それに伴う財政状況の推移、 それを受けての今後の活動のあ
り方について、データを集めて検討する」こととされ、SDWGが「会員数激減は確定事項であ
り、SDWG にてこの危機を前向きな機会に変える戦略を検討」することも期待されている。 

以上の設置目的に鑑みて、SDWGは自らのマンデートが以下の3点にあると考えた。 

 ①国際法学会の会員数と財政状況につきデータを収集し、その推移を予測すること。 

 ②予測された会員数と財政状況に基づき、国際法学会の今後の活動のあり方ついて検討し、
理事会に提案すること。 

 ③会員数減少・財政規模縮小の中で、国際法学会が存在意義を維持していけるよう、前向
きな戦略を検討し、理事会に提案すること。 

1-2 構成 

SDWGは、座長、各分野委員、ならびにex officioな委員として国際法学会代表理事、事務局
長および会計部長により構成される。 

（座長）新井京理事 
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（委員）田中佐代子、小池未来、高橋力也、平野実晴（事務補佐兼任） 

（ex officioな委員）濵本正太郎（代表理事）、萬歳寛之（事務局長）、北澤安紀（会計部長） 

1-3 活動内容 

SDWGは、理事会に答申するため、会員数の短期間での激減と財務状況の大きな変動を必要
なデータに基づき予測し、それによって生じる学会活動への影響、それらの影響に対する対策
のたたき台について議論した。 

SDWGは全体会議に加え、ex officioな委員を除く座長と各分野委員のみによる討論、会員と
のインフォーマルな懇談による意見聴取なども行い、幅広な議論を心がけた。 

具体的な会合内容は以下の通り。 

2025年7月30日 第1回会合（全体会）：マンデートの確認と、会員数・財政に関するシミュレ
ーション資料の確認・討議を行った。 

2025年9月24日 第2回会合（ex officioメンバーを除く5名による）： 会員数減少（すでに生じ
ている若手会員の減少）が学会の活動や会員の教育研究活動に及ぼしている影響を検討し、将
来生じ得る課題、ならびに課題解決を阻みうる「ボトルネック」を整理した。 

2025年10月〜11月 各委員によるインフォーマルな意見聴取 

2025年11月26日 第3回会合（ex officioメンバーを除く5名による）： 意見聴取の結果を受け
た討論を行い、答申作成の基本的方向性とスケジュールの確認を行った。 

2026年1月28日〜2月9日 第4回会合（ex officioメンバーを除く5名によるメール審議）：答申
案の検討 

2026年2月10日〜21日 第5回会合（全体会、メール審議） 答申案に関する審議 

2026年3月1日 国際法学会理事会に答申を提出 

  

２ 国際法学会の将来予測（データに基づく見通し） 

2-1 予測作成の前提（使用資料） 

SDWGは、会員名簿（2024年）に基づいて現会員の年齢構成を整理し、近年の入退会者デー
タから新入会員数の推移、退会のタイミングおよび退会率を統計化した。あわせて参考情報と
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して、国内の18歳人口の推移、大学教員の年齢分布等も参照した。さらに、近年の会計資料に
基づき、今後の基本的出費見込みも試算した。 

なお、物価上昇率は学会財政に影響し得るが、①SDWGには正確な予測能力がないこと、②
物価上昇に連動した会費改定が別途検討され得ることから、財政シミュレーションの根幹には
影響しないと判断し、シミュレーションには反映しなかった。 

以上の資料に基づき、10年後／20年後のシナリオ予測を作成した。 

2-2 会員数の変化見通し（楽観・悲観の二つのシナリオ） 

国際法学会の会員数は、少子化の進展と高等教育機関の厳しい財政状況等を背景に減少傾向
にある。2004年度1001名、2009年度991名、2014年度936名、2019年度900名と推移し、2024
年度期末は851名である（概ね10年前比で約10％減の傾向が継続している）。今後も同様の傾向
が続くと見込まれる。 

SDWGは、現会員の年齢構成を基礎に、新入会員数と退会者数の傾向を加味して会員数の将
来推計を行い、結果を悲観・楽観の二つのシナリオで示した。 

● 悲観的シナリオ（減少加速／機能低下の連鎖） 

会員数の減少が短期間で進み、会費収入の減少・担い手不足・企画縮小が連動して、学
会の中核機能が段階的に低下する。 

● 楽観的シナリオ（現状維持／減少幅縮減） 

入会動向の底上げと参加便益の向上により、会員数の減少幅を抑え、大会・学会誌・委
員会活動等の水準を維持する。 

SDWGは、将来を単線的に断定せず、少なくとも以上の二つのシナリオを前提に、対策の優
先順位を整理すべきであるとのアプローチをとった。すなわち、悲観的シナリオが示す急減を
想定した組織・活動上の備えを進めつつ、会員数の現状維持（または減少幅の緩和）という楽
観的シナリオを学会規模の目標として、前向きな対応も検討した。 

悲観的シナリオでは、入会者の減少傾向が続き、現在のボリュームゾーンである1970年代生
まれ会員の定年退職等を契機にした退会が急速に進むことを想定した（予想については資料1-F
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参照）。この場合、会員数は現在と比較して10年後に約14%（786名0F

1→678名）、20年後に約2
6%（786名→583名）減少する。 

他方、楽観的シナリオでは、入会者数の減少が加速せず、ボリュームゾーン（およびその後
の世代）の退会ペースが緩和されることを想定する。このうち最も楽観的な予測（予想につい
ては資料1-F参照）では、会員数は10年後は現状維持（786名→776名）、20年後は約11%（78
6名→702名）の減少にとどまる。 

SDWGは、会員数減少を食い止める対策がとられない場合、悲観的シナリオに近い推移とな
り、下記に詳述する学会活動への大きな影響が10〜15年後に到来すると考える。他方で、戦略
的で実効的な対応が講じられない限り楽観的シナリオが実現される可能性は高くない。積極的
な対策を講じても、現実には両シナリオの中間、すなわち会員数の減少を10年後に現在比で約1
0%（704名）、20年後に約24%（596名）程度に抑える推移が想定される。 

2-3 「2035年の崖」とその含意 

年齢構成データと10年後／20年後のシナリオ枠組みによれば、いずれのシナリオでも、10年
後までは現在の減少傾向が続くか、または減少の緩和が可能である。他方で、それ以降20年後
までの間に会員数は急激に減少する可能性が高い。今後10〜15年の間に、会員数、担い手、財
政基盤の三要素が同時に縮約し得る。 

この会員数の「崖」は、現在のボリュームゾーンである1970年代前半生まれ会員が一斉に所
属先の定年を迎える2035年前後に到来すると見込まれる。 

また、この「2035年の崖」は、単なる財政規模の縮小とそれに伴う活動縮小にとどまらず、
学会の運営・事業の前提条件自体の見直しを迫る可能性がある。国際法学会に限らず他学会に
も同様の傾向が見込まれることから、学界全体の規模縮小を前提とした国際法学会のあり方も
問い直される。したがって、会員数減少への対応は先送りできない課題であり、今後10〜15年
を「移行期間」と位置づけて諸対応を進め、「2035年の崖」に備える必要がある。 

2-4 会員減少がもたらし得る帰結（整理） 

会員減少の帰結は、概ね次のとおりである。 

 

1 会員数シミュレーションは、一般会員と学生会員に限定して行われた。上記の長期的な会員
数の変化は、名誉会員なども含めた会員総数の推移を示しているため、数値にズレが生じてい
る。 
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1.  会費収入減（財務余力の縮小） 

2025年度の会費収入（一般会員および34歳までの学生会員の会費納入を想定）は、774万900
0円である。悲観的シナリオでは、10年後に年間148万円減（626万6500円）、20年後に243万
円減（531万7500円）が見込まれる。楽観的シナリオでも、10年後に年間30万円減（744万050
0円）、20年後に約100万円減（675万7500円）と予想される。 

国際法学会の収入は、使途が限定された寄付金・助成金を除けば、会費収入が大半を占める。
したがって、会費収入の急速な減少は、学会の財務余力の縮小に直結する。 

なお、旧法人時代から引き継いだ学会財産に基づく「公益目的支出計画」の事業は順調に進
行しており、遅くとも2034年度（令和16年度）まで（おそらくそれより早期）に完了する見込
みである。ただし、同計画に基づく事業の見直しは進捗に応じて別途検討されると考えられる
ため、SDWGでは特に議論の対象としなかった。 

2. 人的基盤の縮小 

a. 懸念される影響 

会員数の減少は財政問題にとどまらず、学会の人的基盤の縮小という、より深刻な影響を及
ぼす。懸念される影響は、主に次の三点である。 

i. 役員・委員等候補者の減少（担い手枯渇） 

学会運営を支える役員・委員の候補者が減少することが懸念される。定款上、評議員は15名、
理事は上限20名であり、「一般財団法人国際法学会の委員会に関する規程」によれば、委員会
の定員上限は合計124名である。現状の学会活動と業務量に照らすと、運営には定員上限に近い
人員が必要と考えられる。 

しかし、合計160名近い会員に役員・委員業務を依頼すること、また各会議・委員会において
研究分野・ジェンダー・地理的配分等に配慮した配置を行うことは、会員数の減少に伴い一層
困難となる。 

ii. 報告者・寄稿者の減少（大会・機関誌の質量低下） 

学会活動の中心であり、学会の存在理由でもある研究大会の開催および国際法外交雑誌の発
行が、支障を来すおそれがある。現在の規模で大会を実施し機関誌を発行すること自体が難し
くなるだけでなく、研究報告や掲載論文の質を維持することも困難になることが予想される。 

iii. 業務負担の偏在化（とりわけ若手層のスポイル） 
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会員数の減少に伴い、学会業務の負担が一部の若手会員に偏在することが懸念される。現状
の会員規模、特に若手会員の減少ペースの下でも、各種業務の担い手の確保は難化しており、
理事・委員等のポストへの連続就任など、特定の会員に業務が集中する傾向がすでに生じてい
る。さらに、後述のとおり、会員を取り巻く環境やキャリアパスの変化（b.）に加え、若手のマ
ンパワーを要する業務の増加も相まって、若手層の疲弊（スポイル）につながり得る負担偏在
は一層深刻化している。加えて、若手会員の減少の影響もあり、学会関連業務に初めて関与す
る会員の年齢層も低下しつつあるとみられる。 

b. 前提となる考慮事項（会員を取り巻く環境の変化） 

従来、国際法学会の人的基盤を支える研究者像は、大学院生時代に入会し、早期にテニュア
を得て、安定した身分の下で研究活動と事務的負担を通じて学会に協力し、中堅・ベテランと
なるにつれて委員会の責任ある地位や理事・評議員等として学会運営を担う、というモデルで
あったと考えられる。このモデルでは、多面的な学会活動が当人のアカデミック・キャリア形
成に資することを前提としていた。すなわち、研究を進める上で学会の場が役立ち、その便益
に見合う協力を負担するというコスト・ベネフィットの均衡が、参加の主たるインセンティブ
であった。 

しかし、研究活動や大学を取り巻く環境が激変する中で、このインセンティブが妥当しない
状況も生まれている。従来モデルは、専業でアカデミアに所属し、早期に大学・大学院のテニ
ュアを確保でき、単一かつ伝統的な研究ディシプリンを基盤とし、研究中心の業務配分が可能
である会員を想定していた。 

ところが、会員の属性・所属先の多様化、学際化の進展、キャリアパスの複雑化・不安定化
が進む現状では、従来の前提に適合しない会員が増え、むしろそちらが多数派となりつつある。
いわゆる「非伝統的」キャリアパスを歩む会員にとっては、非常勤を含む教育負担や求職活動
等に多くの時間を割かれ、学会業務への継続的な参加には相当の困難が伴う。他方で、その反
作用として、伝統的キャリアパスを進む会員に業務負担が集中しやすい構造が生じている。現
実に、各期体制の発足時に委員会構成員候補者を確保すること自体が難化しており、これらは
すでに「未来予想」にとどまらず、すでに顕在化しつつある問題である。この傾向が進めば、2
035年の崖以降、学会活動を実質的に麻痺させる要因となり得ることが懸念される。 

2-5 対応策 

 1．量的対応の必然性 

財政的基盤と人的基盤の縮小により、国際法学会の組織と活動内容の整理は不可避である。 
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具体策としては、研究大会の期間短縮、国際法外交雑誌の刊行頻度・ページ数の見直し、そ
の他事業の整理を進めるとともに、委員会の統廃合や規模縮小、業務に支障のない範囲での理
事・評議員数の削減等が想定される。 

SDWGでも、財政基盤との均衡の観点から、研究大会の二日間開催や国際法外交雑誌のオン
ラインジャーナル化等について、コスト・ベネフィットの試論的検討を行った。しかし、これ
らは一つの選択肢ではあるとしても、人的基盤の大幅縮小に対する抜本的かつ実効的な対応策
としては十分ではないと判断した。 

2. 積極策をとる必要性 

他方、SDWGの検討では、量的縮小のみでは、会員減少に合わせて活動を縮小する消極的対
応にとどまり、対策も弥縫策になりかねないとの懸念が強く示された。現行の事業・業務構造
を前提に単純に縮小しても、若手会員への業務負担の集中は避けがたい。さらに、研究大会や
機関誌の内容を縮小すれば、学会活動の質低下を招くおそれがある。こうした状況は、悲観的
シナリオを上回る会員減少を誘発し、負のスパイラルを深刻化させる可能性がある。 

加えて、国際法学に関わる他学会との関係を踏まえると、「学界」全体の持続可能性にも懸
念がある。国際法分野には国際法学会より会員数が少なく、研究対象が限定された学会も複数
存在し、各学会は独自の意義を維持してきた。会員構成は国際法学会と異なり、問題が完全に
同一ではないとしても、少子化や大学環境の変化の影響は共通して受けており、持続可能性へ
の懸念は——場合によっては国際法学会以上に——生じていると考えられる。 

SDWGでは、他学会が危機にある場合、国際法学会は間口の広さゆえに、協力・連携のハブ
として機能し得る（あるいは機能せざるを得ない）との指摘があった。そのためには、国際法
学会が活動内容と範囲に関する潜在能力を維持しておく必要がある。少なくとも、会員数に合
わせた学会規模・活動内容の縮小が「学界」全体に与える負の影響も考慮すべきである。 

以上より、活動内容の量的整理は不可避であるが、それのみでは2035年の崖に十分対応でき
ず、学会の縮小が日本の国際法学そのものの力を削ぐ可能性もある。よってSDWGは、「崖」
到来までの10〜15年を見据え、学会活動・業務の整理と並行して、「参加価値の再設計」と
「学会としての重心の移動」という積極策を進め、会員数減少を緩和する手立てを講じる必要
があるとの結論に至った。 

 

３ 今後10〜15年で実施すべき施策（「提言」） 
SDWGは、2035〜40年頃に顕在化し得る「崖」までを「移行期間」と位置づけ、次の四領域

を中核に施策を講ずるべきであると提言する。 
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なお、各提言の中には新たな財源を要するものも含まれるが、本質的業務の絞り込み並びに
会費・会員体系の再検討を前提とした予算配分の見直しにより、必要財源は一定程度捻出し得
ると考えられる。 

提言1 前提としての「インクルーシブネス（包摂性）」 

以下の提言の重要な前提として、包摂性の視点が不可欠である。すなわち、子育て、介護、
疾病、障がい等の多様な事情を抱える会員が学会活動に十分参加できるよう、研究大会の企
画・運営に限らず、学会のあらゆる活動・運営において必要な配慮がなされるべきである。こ
の視点の下、学会の意思決定および業務遂行にあたり、参加障壁の除去と多様な会員の実質的
関与が確保できているかを継続的に点検する必要がある。こうした姿勢を学会として公式に表
明すべきである。 

包摂性の確保は、会員数の急減を緩和する観点からも重要である。たとえば、研究大会にお
ける託児支援（可能であれば研究大会会場での託児所設置等）は若手会員の参加機会を広げ、
継続的な参画ひいては会員増にもつながり得る。さらに、学会活動への参加に伴う各種サービ
ス利用を金銭的に支援することは、とりわけ中堅層以上の学会離れや退会の抑制に資する可能
性がある。加えて、包摂性への配慮は研究大会時に限られず、各種会議の開催方法・日程（曜
日・時間帯等）を決定する際にも組み込まれる必要がある。 

学会活動における包摂性を確保するためには、学会の議論および意思決定過程への幅広い層
の実質的参加が必要である。その前提として、上述のような単純な会員像の想定から脱却する
必要がある。また留意すべきは、非伝統的なキャリアパスや不安定な身分、子育て・介護、疾
病・障がい等、学会活動の障壁となり得る諸事情が交差（インターセクショナリティ）するこ
とにより、学会参加が極度に困難となる場合があり得る点である。 

提言2 学会業務の整理・効率化（選択と集中） 

会員数が減少する中でも国際法学会が機能し続け、特定の会員への業務集中を避け、参加会
員の負担を過度なものにしないためには、学会関連業務の整理と効率化が不可欠である。具体
策として、次が考えられる。 

1. 本質的業務の絞り込み 

現在、国際法学会の活動は多岐にわたり、会員の業務負担は大きい。会員数の減少と負担軽
減を踏まえ、学会が日本の国際法学研究の中心として今後維持すべき中核機能を明確化する必
要がある。 
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この絞り込みは単なる撤退路線ではない。会員が直面する研究・教育上の課題に対応し、後
述の環境変化の下でも学会のポテンシャルを維持・向上させるための「新たな業務」に、人
的・財政的資源を振り向ける前提となる。 

なお、学会の活動・業務には「公益目的財産」や寄附財産に基づく事業も含まれる。これら
の事業は財源残額との関係で整理される面があるとしても、継続中であっても、会員の時間と
労力を投じるべき本質的事業かどうかを継続的に再検討する必要がある。 

2. 非本質的業務の見直し 

現在の学会活動において、必ずしも本質的とは言えない活動がある。以下、例示する。 

 ①かつては意義があったが、今日では存在意義が失われているもの 

 ②従前の事情により引き受けたが、費用対効果が著しく悪化しているもの 

 ③旧法人から新法人への引継ぎの際に特定委員会へ割り当てられたものの、割当の妥当性
に疑義があるもの（ミスマッチ） 

これらについて、目的と効果、業務負担とのバランス、代替可能性の観点から再評価する必
要がある。以下、SDWGでの議論や非公式な意見聴取をふまえて例示する。 

①の代表例は、研究振興委員会が作成する「文献目録」である。これは、ResearchmapやCiNi
等のデータベースやインターネット検索が十分機能しなかった時代には、信頼できる文献目録
として高い意義を有していた。しかし、代替手段の発達により、現在では学部生・院生のリサ
ーチであまり利用されなくなっている。他方で、作成には委員および実務を担う若手研究者の
多大な労力を要し、費用対効果は著しく悪化している。近年の日本の研究環境の変化（悪化）
も踏まえると、研究振興委員会には「研究振興」の観点から、より重要な業務が多数あると思
われる。 

②の代表例として、若手研究者育成委員会による模擬裁判大会支援業務がある。本事業では、
外務省と国際法学会が共催するアジアカップ国際法模擬裁判大会の運営を同委員会が担ってい
る。模擬裁判が国際法教育に有意義であることは確かであるが、委員会が現在担っている業務
には、海外参加チームの受け入れ（ロジスティクス）など、国際法学会が引き受け、委員が無
償で協力することの適否が疑わしく、外部委託にすべきものも含まれている。 

③の例として、研究振興委員会、若手研究者育成委員会、国際関係法教育委員会が挙げられ
る。研究振興委員会は文献目録作成、若手研究者育成委員会はアジアカップ模擬裁判大会運営、
国際関係法教育委員会は小田滋賞の実施がほぼ唯一の業務となっている。各委員会はいずれも
現行業務で手一杯と見られる一方で、それぞれ研究者の置かれた研究状況の改善、若手研究者
の動機づけ、大学における国際法教育の課題解決といった観点から、本来取り組むべき任務は
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他に多く存在すると思われる。したがって、現行の事業・業務を整理した上で、本来取り組む
べき課題の洗い出しが急務である。 

3. 外部委託の拡充 

上記2の観点から、国際法学会に関わる業務のうち会員の専門性を要しないものについては、
外部委託を拡充し、学会員を無償の貢献から解放することも必要であろう。 

現在、事務局業務、会計業務、大会運営（参加受付）等の一部は外部業者に委託されている。
今後は、①委託済み業務に付随してなお会員負担となっている作業のうち、追加的に委託でき
るものはないか、②これまで委託対象になっていない業務を新たに外部委託できないか、を検
討すべきである。前者の候補としては、研究大会当日の受付・運営業務（かつて学生アルバイ
トが担っていた業務）や傍聴者受付等に関する事務局作業が考えられる。後者としては、国際
法外交雑誌の編集・校閲作業等が候補となろう。なお、研究大会のハイブリッド化が進む中で、
現在業者に委託している実務を学会員の手で担う方向性が示されているが、それを会員が（研
究大会での議論参加を犠牲にしてまで）担うべき業務なのか、再検討が必要である。 

また、一般財団法人としての国際法学会では、諸会議のロジ・記録作成、決算書類の作成、
役員登記、公益目的財産支出計画に関する書類作成等、事務局負担が極めて重い点も懸念され
る。事務局員は代表理事の任期に合わせて2年ごとに交代するため、新任の事務局員は引継ぎと
立上げに多大な時間的・精神的労力を要する。これらの負担は、専従職員の雇用により大幅に
軽減され得る。学会支援機構への委託内容を見直す際には、専従事務局職員の採用の是非も検
討すべきだろう。専従職員には、広報、ニューズレター作成、研究大会の準備など多岐にわた
る業務を委託することも可能である。 

4. 若手負担の構造的軽減 

以上の2および3で強調した、中核的・本質的業務と非本質的業務の区別、ならびに外部委託
の拡充は、今後さらに減少していく若手会員の負担を軽減するための喫緊の課題であることを
改めて強調したい。実際、貴重な若手会員が学会活動に参加するほど消耗し、学会から足が遠
のくというスパイラルが生じつつある。これを防ぐためには、個別対応ではなく、構造的なア
プローチが必要である。 

提言3 学会のポテンシャル向上（学術基盤としての価値の再強化） 

会員数減少と財政規模の縮小により、事業の選択と集中、活動内容のスリム化に取り組むだ
けではなく、国際法学会が学術基盤を確実に維持し、学会としての潜在能力を高めることで、
より多くの会員を集め、既存会員をつなぎとめる方策も不可欠である。 
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もちろん、新たな方向性を模索するにあたっては、「維持すべき伝統」と断ち切るべき「し
がらみ」を峻別しなければならない。こうした政策決定は、会員の意見を十分に踏まえて行う
べきことは言うまでもない。 

1. 研究水準維持・向上の媒介機能の明確化（大会・機関誌・ネットワークの価値を可視化） 

国際法学会は120年を超える歴史の中で、先達の貢献により研究水準を築き、研究大会や国際
法外交雑誌での議論の質も内外で評価され、信頼を得てきた。活動内容の選別やスリム化によ
って、学術団体としてのポテンシャルが損なわれてはならない。さらに、今後の困難な世界情
勢においても学会が存在意義を発揮できるよう、研究水準を一層向上させる必要がある。 

ただし、研究水準の底上げは学会のみの努力で達成できるものではない。むしろ学会が、他
学会や非会員の研究者・実務家、さらには院生・学部生の研究・学修の質向上の媒介となり、
幅広い動きを引き起こすことが求められる。 

そのために、研究大会での成果発表と議論、国際法外交雑誌による発信、会員ネットワーク
を通じた議論の拡散と発展といった学会のアカデミックな活動を可視化し、アウトリーチを強
化する必要がある。  

2. 対外発信と国際連携の強化（英語発信、共同企画、国際会議・機関との連携回路の整備） 

上記1の観点から、国際法学会に不足している要素があるとすれば、第一に日本国外への発信
と国際連携であろう。学会の研究活動を評価する視点は日本国内にとどまらず、国際的にも広
がっている。 

会員の大多数にとって母語である日本語での成果発表・議論が重要であることは当然である。
他方で、研究上のリンガ・フランカである英語（またはフランス語）による成果発信、世界
的・地域的レベルの学会（または学会連合）や他国の国内学会との連携、会員の国際的ネット
ワークを活用した共同研究・共同報告の企画・調整を学会として行うこと、あるいはILA日本支
部との協力や海外の学会との連携などにより、会員の国際的活動を学会として支援することは、
直ちに強化すべき施策である。 

3. 分野横断的“ハブ”としての強みの維持（他学会との連携強化、共同企画の制度化） 

国際法学会のポテンシャルを評価する目は、国内の他学会や他分野の研究者にもある。 

国際法学会は発足以来、国際法のみならず国際私法、国際政治／外交史の研究者を多数取り
込み、分野横断的な性格を有してきた。学会活動が国際法学に偏りがちな傾向は否めないとし
ても、国際私法や国際政治／外交史の研究者も有意義な形で参加しており、分野横断的な「ハ
ブ」としての強みを持っていた。まずは、この三分野の連携や企画を強化し、伝統的な強みを
維持する必要がある。 
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さらに、この強みを基盤として、国際法・国際私法・国際政治／外交史の周辺分野へも連携
の網を広げることは学術的に意義が大きい。これまで会員個人の接点に依存してきた基礎法や
国内実定法の研究者との連携を、より幅と深みのある交流へとつなげ得る。加えて、ディシプ
リンを越えた活動を他の社会科学や他領域へ拡張することも、国際法学会の潜在能力を高める
上で有益であろう。 

4. 大規模学会のメリットの再設計（多様性・厚みを便益に転換する） 

国際法学会は、私法学会、公法学会、国際政治学会と同様に大規模学会である。会員数が多
いだけでなく、上記のとおり多様性と厚みも有してきた。こうした大規模学会としてのメリッ
トを従来の活動の中で十分に活かせていたかを検討しつつ、会員の多様性と厚みを、学会の存
在意義の向上と可視化に結びつける必要がある。 

5. 若手会員のニーズにあわせた活動の拡充（活動様式のアップデート） 

上記のとおり、研究者のキャリア形成の道筋は複雑化・多様化している。より多くの若手会
員の入会と、学会活動・業務への参加を促すためには、若手会員のニーズを満たし、置かれた
状況に合致した「機会」を学会として用意する必要がある。 

たとえば、博士号取得やテニュア獲得の過程では、英文ジャーナルや査読誌への投稿・受理、
国際学会での報告経験等が求められる場合がある。また、アカデミックポストの採用や昇任に
おいても、「時機に応じて」寄稿や報告が求められることがある。 

この観点から見ると、研究大会が年1回しか開催されていないこと、報告公募から実際の報告
までの期間が長いこと、実施言語や参加者の属性の点で研究大会が「国際学会」とみなされに
くいことなどは、現実のニーズに合致しない点として指摘できる。国際法外交雑誌は査読制を
採っているものの、若手会員がアカデミックキャリア形成のために投稿制度を十分活用できて
いるとは言い難い。制度面では、投稿・査読・掲載決定・編集・公刊までのプロセスが長すぎ
ることが要因かもしれない。こうした時間軸を踏まえると、投稿原稿のプレプリント公開をよ
り明確に許容すること、Advance articles制度の導入なども必要であろう。さらに、英文ジャー
ナルの発行（国際法外交雑誌の一部を英文号として位置づけること、Japanese Yearbookとの統
合なども含む）や、インパクトファクター向上の模索等も検討に値する。以上の展開を踏まえ
れば、国際法外交雑誌については、冊子版のみの発行体制から、ウェブ版としての発行、また
はウェブ版と冊子版の併存（ハイブリッド）に移行することが不可欠となる。 

若手による研究公募・論文公募が十分に活用されない一因として、国際法学会の研究報告や
論文公刊が、一定程度「完成された」研究を披露する場だと認識されている可能性がある。加
えて、かつて一部の若手会員に「デビュー報告」の機会が与えられていたため、指名待ちの心
理が大学院生やポスドク研究者の積極的応募を思いとどまらせていた、との指摘もあり得る。 
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こうした敷居の高さを下げ、若手に機会を積極的に与えて権威主義的・閉鎖的な雰囲気を変
えること、また若手会員が真に必要とする経験が積めるような場作りへと舵を切ることが必要
である。そのためには、公募の間口を広げて参加しやすくすることに加え、そもそも若手研究
者が企画段階から主体的に関与できるフォーラム——たとえば「インテレストグループ」「イ
ンターセッショナル・セッション」「地域的セッション」等——または若手研究者のアカデミ
ックスキルや教育スキルを磨くためのフォーラムを導入することも重要であろう。 

提言4 新たな展望（重心の移動）—会員モデル／収入モデル／参加
モデルの更新 

提言1（事業の再構築）および提言2（学術的ポテンシャル向上）が目指すのは、会員数減少
の緩和と会員数の維持である。しかし、日本社会の少子化傾向を踏まえると、それを実現する
には、新たな「会員層」や「参加形態」を開拓する必要がある。そのためには、学会としての
「重心」をどこに置くのかについて、戦略的な方針転換を行うことが求められる。 

1. 新たな層の会員獲得 

a. 新たな会員層とは？ 

現在の新入会員の多くは、日本を活動拠点とする国際法・国際私法・国際政治／外交史を専
攻する大学院生、これら分野のアーリーキャリア研究者、弁護士・公務員等の実務家である。
こうした伝統的会員層の新入会を可能な限り確保すべきことは言うまでもない。 

ただし、国際人権法学会、国際経済法学会、アジア国際法学会日本支部等と比べて実務家会
員の比率が低いことを踏まえ、実務家会員の増加を目指すことも検討し得る。さらに国際法・
国際私法以外の実定法研究者（国内法研究者）の中にも、研究対象となる国内法の国際化に関
心を持つ研究者がいると考えられ、そうした法学研究者も新たな会員層となりうる。 

他方で、伝統的会員層に限らない新たな会員層も想定すべきである。たとえば、現役の学部
生や、かつて学部・大学院で国際法等を学んだ者は、学会活動に関心を持ち得る層である。ま
た、学会が想定する三分野以外の大学院生・研究者の中にも、国際関係法や国際政治／外交史
に一定の関心を有する者は少なくないだろう。さらに、昨今の国際情勢を背景に、学会活動に
関心を持つ市民も一定数存在すると考えられる。 

b. 参入障壁？ 

このように潜在的関心の広がりは想定される一方で、国際法学会には、これらの人々の入会
を妨げる一定の閉鎖性がみられる。 

i. 「推薦人」制度 
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学会がアカデミック・コミュニティであることを前提に、入会要件として現会員の推薦を求
めているため、関心を持った者が気軽に参加しにくい。推薦人を要しない学会が内外に多数あ
ることを踏まえると、推薦人制度は必然ではないだろう。 

ii. 「専攻」（専門分野）の申告 

入会時に「専攻分野」の申告を求めることも、閉鎖性を感じさせる要因となり得る。「専攻」
は学生・研究者の身分を持たない者にとって馴染みが薄い概念であり、また専門分野の別が必
要となるのは、役員・委員等を担う段階である。新入会段階で求めるべきは、「専攻」ではな
く「関心分野」程度で足りるだろう。 

さらに、他分野・隣接分野の研究者が入会を希望する場合、自己の専攻が三分野のいずれに
も該当しないことが想定される。実務家の場合も、三分野を横断する関心を持つことがある。
それでも自己の専攻を無理に三分野に紐づけて入会を希望する者はいるかもしれないが、カテ
ゴリーを問うこと自体や、その限定性が心理的障壁になっている可能性がある。この点からも、
三分野に限定した択一的な「専攻」の選択ではなく、複数選択が可能でより詳細な「関心分野」
を問う方式が望ましい。 

iii. 「会員体系」 

現在の会員制度は、一般会員・学生会員のいずれについても、研究大会への主体的参加およ
び機関誌の購読を基本とする、いわば「フル・メンバーシップ」を前提として構成されている。
今後もフル・メンバーシップが中核となることは想定されるものの、新たな会員層の参入を促
す観点からは、参加・関与の程度に応じた会費・会員資格の多層化（階層化）について検討す
ることが求められる。 

具体的には、現行のように「全資格を有する会員」と研究大会を「聴講するのみ」の傍聴者
とを二分するのではなく、例えば、学会誌（電子版を含む）の購読を主とする購読会員、報
告・執筆の権利は有しないものの学会誌を購読し研究大会の質疑応答に参加できる準会員等、
多様な会員資格を設けることが選択肢となり得る。 

ただし、会費体系を見直すことで、既存の一般会員が新たな会員カテゴリーへ移行し、会費
収入が大きく変化する可能性がある点には留意しなければならない。 

iv. 「日本語の壁」 

もちろん、国際法学会の活動参加における最大の障壁は、ワーキングランゲージが日本語で
ある点かもしれない。国際法学会の成果は日本国外からも関心を持たれていると思われるが、
研究活動が日本語で行われる限り、その伝播は日本語を解する者に限られる。したがって、新
たな会員層の最も大きなプールは日本国外にある可能性がある。また、昨今増加している、日
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本国内に居ながら英語で研究を行い日本語に熟達していない留学生・研究者も、同様に視野に
入れるべきであろう。 

研究大会や国際法外交雑誌における研究活動を「国際化」すれば、潜在的会員層を大幅に拡
大し得る一方、国際法学会のあり方自体を大きく転換させることになる。そのため、メンバー
シップの国際化については、その是非だけでなく、どの程度まで進めるのかも含め、慎重な議
論を要する。 

また、日本語を解さない会員をフルメンバーとして受け入れるのであれば、メンバーシップ
上の利益の平等性という観点から、活動の「一部のみ」を国際化するだけでは制度的整合性を
欠くとの論点が生じ得る。メンバーシップの国際化のあり方を検討するにあたっては、学会活
動の全部（または大多数）の国際化を要する可能性があることも含め、制度的含意を慎重に見
極める必要がある。 

2. 会員以外の参加者・関係者の取り込み 

国際法学会の持続可能性を高めるためには、学会活動の認知度を高め、より広い関心を喚起
する必要がある。そのためには、会員に限らない参加者や関係者の取り込みが不可欠である。 

現在もアウトリーチ委員会主催の一般向け「市民講座」等の広報活動は行われているが、必
ずしも十分な認知度を得るには至っていない。広報の観点から、エキスパートコメントのさら
なる充実、メディアとタイアップした形での市民講座など、アウトリーチ活動の本格化が望ま
れる。情報発信にあたっては、発信基準や責任を明確にした上でのSNSの積極活用、さらにASI
LやEJILなどが行っているポッドキャストや動画配信なども検討されるべきであろう。こうした
情報発信が「アマチュア」の手で行われていることにも意義があるが、学会が沈黙しているこ
とは社会における国際法に関する知見の偏りを生んでいることは間違いない。 

さらに、研究大会の場を一定程度オープン化することも検討に値する。会員の会合としての
研究大会の意義を維持しつつ、非会員も参加できる公開企画等を組み合わせ、研究大会に開放
性を持たせていくことが重要である。 

また、研究大会の開催地が首都圏や京阪神以外の都市となることが多い現状を踏まえると、
こうした開放性のある研究大会のあり方を維持するためにも、ハイブリッド開催により全国か
ら気軽に参加できるアクセスの確保は絶対であろう。 

3. 会費収入に依存しない学会のあり方の検討 

会費収入の減少を踏まえ、収入源の多角化も検討すべきかもしれない。もっとも、一般財団
法人としての適法性と独立性の確保を前提に、寄付や助成の可能性も含め、会費収入に依存し
ない学会のあり方を検討する必要がある。 
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他の収入源としては、広告収入や事業収入（実現可能性は高くないが）が考えられる。加え
て、現行では会費収入が大会参加費収入を上回る収入構造（会費中心のモデル）となっている
が、この前提を見直し、大会参加費の引上げ等によって大会参加費収入の比重を高める、すな
わち会費と参加費の関係を転換する選択肢もあり得る。 

 

４ 実施を妨げうる「躓きの石」への対策（「更なる提
言」） 

3で提言した諸点は、すでに現実化している会員数減少に対し、これまでも必要だった方向転
換である。しかし、学会運営の中で十分に検討され、実施に移されてきたとは言い難い。そこ
で最後に、従前必要な「改革」を阻んできた要因（躓きの石）が、上記提言の検討・実現にあ
たっても妨げとなり得ることを前提に、これら要因を整理し、処方箋を提示することで、実効
的対応への道筋を探りたい。 

4-1 躓きの石（類型） 

長い伝統を有するがゆえに、国際法学会では一定の「権威性」が重視されてきたように思わ
れる。その権威が大きな力を発揮してきた歴史は踏まえつつも、そこから生じるある種の「閉
鎖性」は、新たな会員層の参入を妨げ、若手会員の積極的活動を抑制する可能性がある。ここ
でいう「閉鎖性」とは、内部的には一般の会員が学会運営全般について意見を表明しにくい雰
囲気や制度設計を指し、外部的には隣接分野の他学会を主たる活動の場とする研究者や、実務
家を含む非アカデミア層が入会しにくい状況をいう。 

また、一般財団法人化の影響もあり、会員数に比して役員（理事）が少なく、結果としてキ
ャリアの長い会員が理事になりやすい年功序列型の役員構成となっている。さらに、少数の役
員が中心的な業務執行責任者となるため、理事会への権限集中が生じている。この年長者主導
の業務執行スタイルは、過去の経験にとらわれた思考の硬直化を招き、現状追認的な「生存者
バイアス」から抜け出せない閉じた議論を生みやすい。学会の閉鎖性と年功序列型組織は、若
手会員の声を学会運営に反映できない主要因であろう。 

現在、国際法学会の業務執行は、理事が各種委員会の委員長となり、各委員会が任務を遂行
することで成り立っている。経過や成果は理事会で報告され議論の対象となるが、情報共有の
不足により、業務が縦割りになっている傾向は否めない。その結果、業務横断的な調整は事務
局の重い負担となり、調整コストも大きい。加えて、この縦割り構造の下で、2年という短い任
期で就任する各委員会は、引き継いだルーティン業務をこなすだけに終始し、既存業務の妥当
性や新たな役割を検討するインセンティブが乏しくなるという問題も生じる。 
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最後に、このような閉鎖的・年功序列型組織による縦割りの業務遂行スタイルの中で、若手
会員がスポイルされることが、最も深刻な躓きの石となるだろう。課される業務量・業務内容
や、各委員会における議論の進め方は、若手会員の貢献意欲を削ぐだけでなく、巨視的視点か
ら将来志向の提案を行う余裕や機会を奪う懸念がある。この状況は、2035年の「崖」に直面し
ても有効な手立てを講じられないという致命的な躓きとなり得る。真剣に検討すべきである。 

4-2 除去策（処方箋） 

以上の「躓きの石」を踏まえると、必要なのは、意思決定と業務執行のあり方そのものを、
より開かれた形、包摂性を確立しつつ、機会と負担の公平性を原則としたものへと、制度的に
組み替えることである。以下では、改革を実効化するための最低限の「制度設計」として、四
点を提言する。 

1. 意思疎通の制度化（意見聴取機会の増加・意見の取扱いの透明化） 

第一に、意思疎通の制度化が必要である。現状では、会員の意見を吸い上げる機会は限られ、
また意見がどのように整理され、検討され、採否に至ったのかが可視化されにくい。その結果、
会員側には「言っても変わらない」という諦念が生じ、執行側には「反対は少ない」という誤
認（沈黙の同意の推定）が生まれやすい。そこで、重要な制度改正や事業変更については、定
期的・計画的な意見聴取の機会（オンラインも含む）を設け、提出された意見の論点整理、対
応方針（採用／不採用／保留）と理由を明示するなど、意見の取扱いを透明化すべきである。
これは単なる「アンケート」ではなく、意思決定の正統性を支える手続として位置づける必要
がある。 

2. 横の繫がりの確保（拡大委員会／合同委員会、理事間の調整の場） 

第二に、縦割りを前提とした業務執行を補正するために、横の繫がりを制度として確保すべ
きである。各委員会が所掌任務を遂行し、理事会に報告するだけでは、全体最適に向けた調整
が事務局に集中し、調整コストが肥大化する。また、委員会がルーティン業務の遂行に閉じ、
既存業務の妥当性や新たな役割を問い直す契機を失いがちである。そこで、複数委員会にまた
がる課題（大会運営、機関誌、アウトリーチ、国際化、会員制度など）については、拡大委員
会や合同委員会の形で横断的に検討する場を設けることが望ましい。あわせて、理事間の調整
を担う協議枠（議題の棚卸し、委員会間の調整、優先順位付け）を整備し、個別案件が「理事
会で突然上がる」形にならないよう、運営の交通整理を行うべきである。専従職員を雇用して、
これらの業務を恒常的かつ全体的視点から対応してもらうことも有益であろう。 

3. 若手の意思決定参画の制度担保（実質的関与／「自ら仕事を選べない」窮屈の解消) 

第三に、若手会員をスポイルすることなく、業務に協力してもらうためには、若手の意思決
定参画を、理念ではなく制度として担保する必要がある。若手会員の声が反映されにくいのは、
単に発言機会が少ないからではなく、意思決定の場に構造的にアクセスできないこと、また業
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務のアサインが上から与えられ、当人が「自ら仕事を選べない」窮屈さを抱えやすいことにも
起因する。そこで、若手会員が企画段階から実質的に関与できる枠組み（若手枠の理事・委員
会幹部の配置、拡大委員会・合同委員会への若手参加の義務付け、若手による提案の審査・採
否プロセスの明確化等を整備すべきである。これらに類する対応は現行体制の下でも全く存在
しないわけではないが、運用が形骸化しがちで、場当たり的で継続性を欠く面があるため、制
度として明確化し、継続的に機能するようにする必要がある。さらに、業務の担い手を「指名」
だけに依存せず、公募や自薦・他薦を組み合わせ、業務の選択可能性と見通しを高めることが
望ましい。若手会員を単なる労働力として位置づけるのではなく、学会の将来像を形作る主体
として扱うことが、長期的には人的基盤の維持に直結する。なお、このような参画機会の欠如
は、若手会員に限られず、幅広い年齢層の多くの会員にも当てはまることが重要である。 

4. ハラスメント防止体制 

第四に、国際法学会において欠けているハラスメント防止体制を当然の基盤として整える必
要がある。閉鎖的で年功序列型の組織では、立場の弱い会員ほど問題提起が困難になり、問題
提起したことによる「不利益」が生じても潜在化しやすい。これは、学会活動への参加意欲を
削ぎ、若手会員の離脱を促す構造要因となる。ハラスメント防止体制は、若手会員による主体
的参加・積極的発言を保障するセーフティーネットとしても重要であろう。したがって、規程
の整備、相談窓口の明確化、相談者の保護、事実確認と対応の手順、再発防止の措置など、最
低限のルールと運用を整備し、周知徹底すべきである。ハラスメント防止の体制作りは、学会
の最低限の責任であると同時に、参加のインクルーシブネスを担保し、人的基盤を守るための
前提条件でもある。 

以上の四点は、提言を「実行可能な改革」に転換するための基礎的条件である。これらの制
度整備によって、国際法学会が移行期間に必要な意思決定と業務執行を継続的に行える体制を
構築すべきである。 

まとめ 
2035〜40年頃に顕在化し得る「崖」までを「移行期間」と位置づけ、この10〜15年の間に、

インクルーシブネスの視点を学会運営の前提として明確化した上で、業務と資源配分の見直し、
学会の学術基盤としての価値の再強化、参加形態・会員制度を含む会員像の更新を一体として
進めることが求められる。 

会員数減少下で学会が機能し続けるためには、非本質的業務の見直しと外部委託の拡充によ
って負担を構造的に軽減し、人的・財政的資源を学会の中核機能と将来に資する取組へ再配分
する必要がある。あわせて、学会の成果と価値（大会・機関誌・ネットワーク）を可視化し、
対外発信と国際連携、分野横断的ハブとしての強みを強化することで、会員の維持・獲得につ
なげる。また、改革を妨げる要因の除去に向けて、風通しのよい意思決定手続、横断的調整の



 

19 

枠組み、参画機会の制度担保、ハラスメント防止体制等を整備し、改革を実行しうる制度の確
立が望ましい。 

 

 

若手に対して向けられた提言（要点） 

こうした制度改革や新たな学会像を実現する上で要になるのが「若手」会員である。以下、
若手会員にかかわる提言の要点を再掲する。 

● 研究大会における託児所設置等、子育て支援を通じて若手の参加機会を確保する。 

● 若手会員が「参加するほど消耗し離脱する」スパイラルを防ぐため、業務の選択と集中
／外部委託の拡充により若手負担を構造的に軽減する。 

● 若手のキャリア形成ニーズに合わせ、活動様式をアップデートする（例：報告までの時
間軸の見直し、投稿・査読・公刊プロセスの長期化への対応、プレプリント公開の推奨、
英文発信や英文号等の検討）。 

● 若手の応募・参加の敷居を下げ、権威主義的・閉鎖的な雰囲気を改める（公募の間口拡
大、指名待ち心理の抑制）。 

● 若手が企画段階から主体的に関与できるフォーラムを導入する（インテレストグループ、
インターセッショナル／地域的セッション、スキル形成の場など）。 

● 若手の意思決定参画を理念ではなく制度として担保し、「自ら仕事を選べない」窮屈さ
を緩和する（若手枠の配置、提案の審査・採否プロセスの明確化、公募・自薦他薦の併
用）。 

● 若手の主体的参加と発言を支える前提として、ハラスメント防止体制を整備し周知徹底
する。 

 

付言 
最後に、SDWGの総意として、本答申が一過性の議論で終わらず、学会の移行期間（今後10

〜15年）の制度設計に実装されるよう、以下の２点を理事会に求めたい。 

①本答申を周知し会員各位の幅広な議論の俎上にあげること 
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②次期以降の理事会に引き継ぎ継続審議を確保すること 

以上 
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I-F. 現会員の年齢構成に基づくシナリオ予測 
【10年後】 

 
 
【20年後】 
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